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１．目的 道路や鉄道構造物は線状に連続した輸送システムであるため，地震発生後には全構造物の地震時被害を

把握した上で運行を再開する必要がある．筆者らの一部は，これまでに鉄道構造物を対象として地震時に即時的に

被害を推定する手法を開発してきた 1)．しかし，本手法は長大橋りょうのような複雑な構造物には現状では適用で

きない．そこで，長大橋りょうの地震時被害即時推定手法を開発した．本稿では，長大橋りょうのうちの鉄道縦桁

支承部に着目して，推定手順および推定精度について述べる． 

２．提案手法の概要  

(1) 使用する情報 提案手法ではモード解析の考え方を応用する．必要な構造物情報は，事前に算定可能な刺激関

数，固有周期およびモード減衰比である．地震動情報としては，地震発生直後には地震動波形を入手できない可能

性もあるため，代わりに地表面位置での地震動加速度および速度の最大値（PGA および PGV）を使用する．また，

PGA および PGV から地震動の卓越周期𝑇(= 2𝜋 𝑃𝐺𝑉 𝑃𝐺𝐴⁄ )を推定して用いる． 

(2) 推定手順 鉄道縦桁における絶対加速度応答の最大値𝑤𝑚𝑎𝑥（評価対象位置および方向に応じたスカラー）を推

定し，これにより鉄道縦桁支承部に作用する慣性力を求めて，支承部材の限界値と比較することで損傷状態を把握

する．このとき，手順 1)が地震発生前の処理であり，手順 2)以降が地震発生後の処理である．提案手法では，連立

一次方程式の求解等は必要としない閉形式を採用しているため，即時的な評価が可能となっている． 

1) 刺激関数の絶対値が閾値よりも大きいN個の振動モードを選定し，各振動モードの刺激関数𝛽𝑠𝑊𝑠（モード次数，

評価対象位置および方向に応じたスカラー），固有周期𝑇𝑠およびモード減衰比ℎ𝑠（𝑠 = 1 ⋯ 𝑁）を整理する．ここ

で，𝛽𝑠𝑊𝑠の閾値は，評価結果に影響を及ぼす振動モードが全て選定されるような値の中で，可能な限り使用モ

ード数が少なく計算時間が短くなるような値を事前に検討しておく必要がある．なお，本稿で検討対象とする

構造物のように要素別剛性比例減衰を使用している場合は，モード減衰比ℎ𝑠は直接的には評価できない．この

ような場合には，評価対象部材における剛性比例減衰の値をモード減衰比ℎ𝑠として設定する． 

2) 各振動モードの絶対加速度応答の最大値𝑆𝑠を以下の式(1)により求める 2）． 

𝑆𝑠 = 𝑅(ℎ𝑆) × PGA × (
𝑇𝑟

0.757
)

2

{0.586√(1 − (
𝑇𝑟

0.757
)

2

)

2

+ 4 (
0.491𝑇𝑟

0.757
)

2

}⁄  (1) 

式(1)において，𝑇𝑟は地震動と各振動モードの周期比（= 𝑇/𝑇𝑠）である．上記の式はモード減衰比 5%を仮定した

ものであるが、各振動モードのモード減衰比ℎ𝑠はこの値とは異なる。式(2)における𝑅(ℎ𝑆)はこの違いを補正する

係数であり式(2)のように定義される。 

𝑅(ℎ𝑆) = 1.884 × √
1 − exp(−66𝜋ℎ𝑠)

66𝜋ℎ𝑆

{0.424 + ln(66𝜋ℎ𝑠 + 1.78)} (2) 

3) CQC 法 3)により，各振動モードの最大応答値を重ね合わせて 𝑤𝑚𝑎𝑥を求める． 
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式(3)において下付き添え字の𝑠および𝑟はそれぞれモード次数を表す．𝑆𝑠および𝑆𝑟はそれぞれ𝑠次モードおよび𝑟

次モードの絶対加速度応答の最大値であり式(1)によって求められる．𝛽𝑠𝑊𝑠 および𝛽𝑟𝑊𝑟 はそれぞれ𝑠次モードお

よび𝑟次モードの刺激関数である．𝜌𝑠𝑟は𝑠次モードおよび𝑟次モードの相関係数に相当し，各モードの固有周期お

よびモード減衰比から求まる．具体的な計算方法については，文献 3）を参照されたい．  
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３．提案手法の有効性検証 

(1) 対象とする構造物 道路鉄道併用型の斜張橋（図 1）を対象に検討を

行う．振動モードに関する情報は，非構造部材（管理路等）以外を全てモ

デル化した詳細なモデルによる固有値解析から評価する．対象橋りょうの

具体的な諸元や詳細なモデル化方法等については文献 4)を参照されたい． 

(2) 複数の地震動による検証 複数の地震動に対して特定の鉄道縦桁に

おける加速度を評価した際の提案手法の有効性を検証する．使用する地震

動は文献 1)と同様である．理想的には，詳細なモデルによる非線形動的解

析（以下，詳細解析）の結果との比較による検証が望ましいが，複数の地

震動に対してこれを実施するには膨大な時間を要する．そこで、短時間で

実施可能な詳細なモデルによるモード解析法の結果との比較を行うが，詳

細解析とモード解析法の結果が大きく乖離していないことは確認してい

る．検証では，橋りょう中心位置を対象とし，線路直角方向に地震動を与

えた際の，同方向の鉄道縦桁（図 2）の最大加速度を評価する．なお，提

案手法における刺激関数の閾値は 0.1 とする．比較結果を図 3に示す．モ

ード解析法に対する提案手法の RMSPE は 0.34 であり，全線の被害の俯

瞰的な把握という観点で実用に足る精度が確保できているといえる． 

(3) 複数の支承部を対象とした検証 (2)では様々な地震動に対して提案

手法が有効なことを示した．(3)では特定の地震動を用いて，提案手法によ

り実際に長大橋りょう全線の被害推定が可能なことを示す．使用する地震

動は 1 つのみであり計算時間は問題とならないため，比較には詳細解析を

用いる．詳細解析では橋脚位置に応じて地震動（水平と鉛直方向）を与え

るが，提案手法では各橋脚位置の地震動（水平方向のみ）を平均化した波

形から PGA と PGV を読み取る．検証では，橋りょう全線の鉄道縦桁支

承部を対象とし，水平方向を線路直角方向として伏在逆断層による地震動

（図 4）を与えた際の，同方向のサイドブロックの水平力に関する照査値

を評価する．なお，詳細解析では支承ばね要素から直接的に水平反力を算

定するが，提案手法では鉄道縦桁位置の加速度値に支持荷重を乗じて水平

反力を算定する．また，提案手法における刺激関数の閾値は 0.01 とする．

比較結果を図 5 に示す（支承番号は起点側から昇順）．端部における結果

が若干乖離しているが，全線にわたる傾向は概ね一致していることから，

提案手法を全線の被害の俯瞰的な把握に活用できることが示された． 

４．まとめ 長大橋りょうの地震時被害即時推定手法を提案した．提案手

法により地震発生直後の長大橋りょう全線の被害を俯瞰的に把握するこ

とが可能となる．今後は，他形式の長大橋りょうや他部材においても同様

の評価が可能なことを検証予定である．なお，本研究は本州四国連絡高速

道路（株）と（公財）鉄道総合技術研究所との共同研究によるものである． 
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図 1 対象橋りょうの概況 

 

図 2 鉄道縦桁支承部 

 

図 3 提案手法とモード解析法の比較 

 

図 4 伏在逆断層による地震動 

 

図 5 提案手法と詳細解析の比較 
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